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会社概要

(株)ビジネスブレイン太田昭和を親会社として、サイバーセキュリティの黎明期に設立したサイバーセキュリティ専門企業

教育事業、コンサルティング事業、セキュリティソリューション事業、ITソリューション事業の4つの事業を展開

会社概要 役員一覧

会社名 グローバルセキュリティエキスパート株式会社

設立 2000年4月※1

代表者 代表取締役社長 青柳 史郎

資本金 485百万円

事業内容

民間企業や官公庁向けに情報セキュリティ・サイバーセキュリ

ティの実装・運用支援をワンストップで提供する「コンサルティ

ング事業」「ソリューション事業」と企業のセキュリティ水準向

上を内面から支援する「教育事業」を展開

事業セグメント サイバーセキュリティ事業（単一）

従業員数 118名 ※22/3末

主要株主
(株)ビジネスブレイン太田昭和、兼松エレクトロニクス(株)

(株)野村総合研究所

注釈 ※1：グローバルセキュリティエキスパートへの商号変更日を設立日として記載

代表取締役社長 青柳 史郎

代表取締役副社長 原 伸一

常務取締役 与儀 大輔

取締役 吉見 主税

取締役 三木 剛

取締役 近藤 壮一

取締役 岡田 幸憲

取締役（監査等委員） 井上 純二

取締役（監査等委員） 古谷 伸太郎

取締役（監査等委員） 水谷 繁幸
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なぜ「サイバーセキュリティ教育」が求められるか？

サイバー攻撃の増加・巧妙化の中でセキュリティ対策の必要性が年々増加、いまや企業規模に関わらず実効性のあるセキュリティ対策が不可欠

であり、適切なセキュリティ対策を実践できる人材育成が急務

サイバーセキュリティ業界の課題

企業のセキュリティ「自衛力」を向上するために
セキュリティ人材の育成が急務

解決策

サイバー攻撃の増加・巧妙化

コロナ禍においてDXが加速しサイバーセキュリティ需要も拡大

国やステークホルダーからセキュリティ対策強化のプレッシャー

圧倒的な
セキュリティ人材不足

セキュリティノウハウを
習得する敷居の高さ

セキュリティ対策での
大企業と中堅・中小企業の間に

大きな格差
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00/3期 01/3期 02/3期 03/3期 04/3期 05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

沿革：サイバーセキュリティ市場の黎明期から存在するサイバーセキュリティ専門企業

当社の創業事業は、コンサルティング事業の脆弱性診断サービス。脆弱性診断サービスを軸に国内サイバーセキュリティ市場の黎明期からサービ

スを提供開始し、セキュリティノウハウを蓄積しつつ、周辺領域を取り込みながら事業を拡大

第1創業期・第2創業期の経験を活かし、中堅・中小企業向けにサービスを最適化することで継続的な利益成長フェーズに突入

‘97/10 

(株)ギャブコンサルティングにて

タイガーチームサービスの提供開始

第1創業期 第2創業期 第3創業期

43.9億円

4.3億円

売上高

営業利益
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経営陣を刷新し、

中堅・中小企業へ最適化

継続的な利益成長へ

脆弱性診断サービスを中心に

セキュリティ事業を開始

内部統制コンサルにシフトチェンジも、

需要減退・リーマンショックにより事業縮小

セキュリティ事業へ回帰

業容拡大を進める

大手企業向けに傾斜

売上高増加も

利益成長に難航する悪循環

注釈 ※１：創業は1984年設立の(株)ホスピタル・ブレイン昭和。会社の成り立ちについてはAppendix参照

注釈 ※２：21/3期からは、2020年4月1日付で事業譲受したITソリューション事業を含む（21/3期ITソリューション事業の売上高は7.3億円）



事業内容



事業ドメイン

日本全国のセキュリティレベル向上を内面から支援する「教育事業」および

セキュリティ実装の上流を支援する「コンサルティング事業」をコアビジネスとして、4つの事業ドメインを展開

22年3月期売上高と売上高構成比

※事業譲受により2021/3期から開始

教育事業

セキュリティ訓練サービス

セキュリティ教育講座

売上高構成比

18.5%

コンサルティング事業

コンサルティングサービス

脆弱性診断サービス

（タイガーチームサービス）

売上高構成比

27.4%

セキュリティソリューション事業

セキュリティ製品の導入、

運用サービスなど

売上高構成比

27.1%

ITソリューション事業※

ITインフラ構築、

バイリンガルSESサービス
など

売上高構成比

27.0%

売上高

813百万円

売上高

1,202百万円

売上高

1,188百万円

売上高

1,192百万円
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直接的・間接的に日本全国の企業を支援

中堅・中小企業を中心に「サイバーセキュリティの実効性」を獲得するために必要なサービスをワンストップで提供。セキュリティ教育事業を軸とし、

コンサルティングや ITインフラなどの周辺領域を含めた多層的な支援によって、これまで難しかった実効性の獲得に無理なく導く

さらに、中堅・中小企業を顧客とするIT企業に向けて、セキュリティ人材育成やセキュリティ支援のノウハウを提供し、IT企業を当社のパートナーに

育てることで、間接的に全国の中堅・中小企業を支援する

サービス提供図

コンサルティング事業

セキュリティソリューション事業

教育事業

ITソリューション事業

全国のIT企業
中堅・中小企業

セキュリティ製品導入

セキュリティ運用セキュリティ要件・整備

セキュリティ課題発見
ITインフラ整備

セキュリティ実装支援

経営層向け教育

エンジニア育成

従業員の意識向上

組織文化の定着

セキュリティ

エンジニアの育成

セキュリティ支援

ノウハウの提供

経営戦略にあわせた

上流工程の支援

セキュリティ設計と運用

下流工程の支援

周辺領域の

整備・支援

セキュリティ実装

顧客ニーズ・セキュリティノウハウ
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事業内容（1/3）：教育事業

教育事業では、企業向けの「セキュリティ訓練サービス」とエンジニア向けの「セキュリティ教育講座」を主力サービスとして展開

「セキュリティ訓練サービス」の標的型メール訓練サービスは、トップシェア※1のポジション。同じくトップシェア※2の「セキュリティ教育講座」では、情報

セキュリティの国際認定資格と国内初の脆弱性診断士資格などを提供することで、セキュリティエンジニアの育成に貢献

－情報セキュリティ国際認定資格取得講座－

－認定脆弱性診断士資格取得講座－

国際的なセキュリティ資格 累計受講者数 2853名

当社オリジナル 累計受講者数 2,028名超

事業内容 セキュリティ訓練サービスの主力サービス

認定ネットワーク

ディフェンダー

約32万円

認定ホワイトハッカー

約54万円

企業 エンジニア

セキュリティ

訓練サービス

セキュリティ

教育講座

従業員のセキュリティ意識向上

組織内報告・初動フロー確立

エンジニアのセキュリティ水準向上

高度なセキュリティ人材の増加

53%47%

教育事業内

売上高構成比

(22/3期)

出所※1：ITR「ITR Market View：サイバー・セキュリティ・コンサルティング・サービス市場2021」標的型攻撃メール訓練サービス市場−従業員1,000〜5,000⼈未満：ベンダー別売上⾦額シェア（2019〜2021年度予測）

標的型攻撃メール訓練サービス市場−流通業：ベンダー別売上⾦額シェア（2019〜2021年度予測）

標的型攻撃メール訓練サービス市場−建設業：ベンダー別売上⾦額シェア（2020〜2021年度予測）

出所※2：ITR「ITR Market View：サイバー・セキュリティ・コンサルティング・サービス市場2021」セキュリティ教育サービス市場−従業員1,000〜5,000⼈未満：ベンダー別売上⾦額シェア（2020〜2021年度予測）

（22/3末時点）

（22/3末時点）

主なコース例

受講料金

教育講座の主要認定資格講座

標的型メール訓練サービス

OEM供給を含み

トップシェア※1

累計導入社数

11,000社以上

最も多い料⾦事例： 1回訓練パック 1001-2000アドレス 訓練1回＋報告書 105万円

2回訓練パック 501-1000アドレス 訓練2回+報告書 101万円
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セキュアWebアプリケーション設計士

受講料⾦：13.2万円

ゼロトラストコーディネーター

受講料⾦： 8.8万円

認定Webアプリケーション脆弱性診断士

認定ネットワーク脆弱性診断士

受講料⾦：22万円

受講料⾦：22万円



－主なサービス－

事業内容（2/3）：コンサルティング事業

コンサルティング事業では、セキュリティ実装の上流工程を支援する多様な「コンサルティングサービス」と「脆弱性診断サービス」を提供

サイバーセキュリティ市場において、中堅・中小企業を対象とした専門的なセキュリティコンサルティングサービスは、希少性が高い

事業内容 コンサルティングサービス（マネジメントコンサルティング）

脆弱性診断サービス（タイガーチームサービス）

セキュリティソリューション事業

事業内

売上高構成比

(22/3期)

脆弱性診断サービス

(タイガーチームサービス)
コンサルティングサービス

(マネジメントコンサルティング)

51% 49%

自社ホワイトハッカーによる

幅広い脆弱性診断を提供

調査・分析、アセスメント、

体制整備などを

ワンストップで提供

顧客送客の流れ

課題可視化 計画策定 体制構築

情報セキュリティ改善計画策定

システム監査・セキュリティ監査

管理体制整備支援

インシデント対応訓練サービス

設計書レビュー プラットフォーム診断 IoTセキュリティ診断

スマホアプリセキュリティ診断 Webアプリケーション診断

コンサルティング事業
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事業内容（3/3）：セキュリティソリューション事業・ ITソリューション事業

セキュリティソリューション事業では、汎用的なセキュリティ製品に加え、高度なセキュリティの知見が必要な製品をラインナップとして揃え、中堅・

中小企業向けの運用サービスなど、多様なセキュリティ製品導入・運用ニーズに対応

ITソリューション事業では、ITインフラ構築を中心にバイリンガルSESサービスなどセキュリティ周辺領域でのサービスを展開

製品導入

運用サービス

インフラ構築

システム開発

セキュリティソリューション事業 ITソリューション事業

バイリンガルSESサービス緊急対応

事業内容 セキュリティソリューション事業の主要製品※2およびサービス

お客様ネットワークのセキュリティ対策が、標的型攻撃に対して

どの程度対応検出や遮断できるのかを、擬似的なマルウェア

や攻撃を用いて診断
レッドチーム評価サービス

緊急対応サービス IT環境におけるセキュリティインシデント対応を支援

注釈 ※２：主要製品は他社製品

注釈 ※３：Security Information and Event Managementの略称（セキュリティログ管理）

社内ネットワーク

サーバー

ファイアーウォール

PC

モバイル

外部ネットワーク

Web

フィルタリン

グサービス

エンドポイントセキュリティ製品

CrowdStrike Cybereason FireEye

ネットワークセキュリティ製品

i – FILTER@Cloud 攻撃遮断くん

セキュリティマネジメント製品
次世代SIEM※3プラットフォーム Exabeam

ストック売上※1

比率

注釈 ※1：ストック売上は、運用・保守、ソフトウェアサブスクリプションを含む

継続売上は、運用・保守・SESサービスを含む

継続売上※1

比率

コンサルティング事業
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各事業区分の業績貢献度

売上総利益ベースでは教育事業（セキュリティ訓練サービス・セキュリティ教育講座）の利益貢献度が高い

セキュリティ訓練サービス、セキュリティ教育講座などは、高い限界利益率と低い労働分配率により、売上の増加が利益の増加につながりやすい

レバレッジの効くサービスとしての位置づけ

コンサルティングサービスとITソリューション事業は、生産性向上によりレバレッジが効くサービスへ成長させる方針

売上総利益の事業区分構成比

0%

20%

40%

60%

80%

10%20%30%40%50%

レバレッジの効くサービスを提供

22/3期

労働分配率

脆弱性診断サービス

ITソリューション事業

セキュリティ教育講座

コンサルティングサービス

セキュリティソリューション事業

セキュリティ訓練サービス

レバレッジが期待できる自動化で生産性向上

22/3期

限界利益率
教育事業

売上総利益

構成比

29.2%

売上総利益率

49.2％

コンサルティング事業

売上総利益

構成比

22.3%

売上総利益率

25.4％

セキュリティソリューション事業

売上総利益

構成比

23.8%

売上総利益率

27.5％

ITソリューション事業

売上総利益

構成比

24.7%

売上総利益率

28.4％
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当社の強み



ブルーオーシャン市場の中堅・中小企業がメインターゲット

セキュリティ対策ニーズは、大企業と中堅・中小企業の間で大きな格差が存在。このため他のセキュリティ専門企業は大企業向けに絞った戦略

を継続してきた

サイバーセキュリティの専門企業というカテゴリーにおいて、 GSXは他社が参入しづらい独自のポジションにある

顧客規模別セキュリティ業界の動向

大企業

中堅企業

中小企業

従業員規模 5,000⼈以上

従業員規模 100⼈-5,000⼈未満

従業員規模 100⼈未満

国内企業の構造 セキュリティ専門プレイヤー

サービス

対象領域 業界動向

顧客のセキュリティニーズ 主な対応企業

顧客のセキュリティニーズ 主な対応企業

上流：コンサルティング

下流：製品導入・運用

上流：コンサルティング

下流：製品導入・運用
中堅中小SIer

セキュリティ製品ベンダー

プレイヤーは僅か

大手SIer

セキュリティ専門企業

セキュリティ専門企業は高単価・高収益の案件を獲得可能な大企業向けに集中

大手SIerのセキュリティ専門部隊によるコンサルティング-製品導入までが一般的

中小企業の上流工程を支援するセキュリティ専門企業のプレイヤーは僅か

中堅・中小SIerや製品ベンダーによる製品導入を中心に簡易的な運用・保守までが一般的

セキュリティ専門企業A社

（未上場）

大手シンクタンクグループ

セキュリティ専門子会社

上場セキュリティ専門企業A社

上場セキュリティ専門企業B社

総合商社のセキュリティ専門子会社
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セキュリティソリューション事業

フロー・ストック計 7,974億円

中堅・中小企業を対象市場とする巨大な潜在市場規模

当社の対象とする中堅・中小企業市場は巨大な潜在市場である

セキュリティの実装を支援する関連市場で約1.2兆円、教育事業で1.2兆円にまで到達し、現在のセキュリティ関連市場の市場規模を凌ぐグロー

スポテンシャルが存在

対象顧客層 中堅・中小企業向け国内サイバーセキュリティ市場の潜在市場規模※3

従業員規模 5,000人以上
1,000-

5,000人未満

100-

1,000人未満
100人未満

企業数※ 0.06万社 0.3万社 5.8万社 378.9万社

教育事業

メール訓練サービス

コンサルティング事業※1

ソリューション事業※2

注釈 ※3：主要顧客帯における当社が想定する最大の市場規模を意味しており、

当社が2022年6月現在で営む事業に関わる客観的な市場規模を示す目的で算出したものではない

注釈 ※4：主要顧客帯である1,000⼈-5,000⼈未満の従業員規模の事業者数（平成28年度経済センサス活動調査より）

注釈 ※5：当社サービスの1,000-5,000⼈未満の従業員規模の事業者の平均顧客単価（2022/3期）

注釈 ※6：主要顧客帯である100-1,000⼈未満の従業員規模の事業者数（平成28年度経済センサス活動調査より）

注釈 ※7： IT⼈材数の推計（IPA：2019年度推定IT企業IT⼈材数より）

注釈 ※8：当社サービスの100-1,000⼈未満の従業員規模の事業者の平均顧客単価（2022/3期）

出所 ：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査結果」

https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200553&tstat=000001095895&cycle=0&tclass1=000001117769&tclass2=000

001117775&stat_infid=000031768998&file_type=0&cycle_facet=tclass1&tclass3val=0 （2021年12月6日に利用）

注釈 ※1：コンサルティングサービスおよび脆弱性診断サービスの提供企業数の合計

注釈 ※2：セキュリティソリューション事業のフローおよびストック企業数の合計

主要顧客帯のセキュリティ実装支援の潜在市場規模 約1.2兆円

主要顧客帯提供企業数（社）

88 

158 

210 

137 

13

42
59

46

+46 

84 
100 

52 

コンサルティング事業

コンサルティングサービス 2,494億円

脆弱性診断サービス 2,120億円

0.3万社※4×4.3百万円※5+5.8万社※6×4.1百万円※8

0.3万社※4×4.6百万円※5+5.8万社※6×3.4百万円※8

フロー ：0.3万社※4×2.2百万円※5+5.8万社※6×3.9百万円※8

ストック ：0.3万社※4×6.3百万円※5+5.8万社※6×9.5百万円※8

メール訓練サービス 519億円

教育事業

0.3万社※4×1.8百万円※5+5.8万社※6×0.8百万円※8

セキュリティ教育講座 1.2兆円（SecuriST 4,219億円+EC-Council 8,247億円）

SecuriST ：95.9万⼈※7×44万円（脆弱性診断士2講座分の費用）

EC-Council ：95.9万⼈※7×（32万円（CND講座費用）+54万円（CEH講座費用））
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セキュリティニーズの違いとサービスの最適化

大企業が「脅威を完全に排除」するためのセキュリティ対策を求めるのに対し、中堅・中小企業は取引先に対してのレピュテーションリスク排除や

自社の業態に適合させた必要最低限のセキュリティ対策を求める

当社は豊富なセキュリティノウハウを蓄積していることで、実効性を保ちながら中堅・中小企業が求める水準へサービスの最適化ができる

企業別のニーズと提供プレイヤー

大企業 中堅・中小企業

主な

企業ニーズ

求める

サービス

セキュリティ脅威の

完全排除

提供

プレイヤー

セキュリティの監査証明

自社にとって危険な脅威の排除

フルカスタム

コンサルティングサービス

ライトコンサルティングサービス

（必要なサービスのパッケージ）

セキュリティ専門企業A社(未上場)

大手シンクタンクグループ

セキュリティ専門子会社

上場セキュリティ専門企業A社

上場セキュリティ専門企業B社

総合商社のセキュリティ専門子会社

コンサルティング事業

セキュリティアセスメント

セキュリティソリューション事業

監視サービス

フル

カスタム

要件

多数

フルカスタムオーダーメイドアセスメント

大企業

実績に基づ

くテンプレー

ト提供

ノウハウ

提供

クイックアセスメント

中堅・中小企業

24h監視 レポーティング

セキュリティオペレーションセンター

大企業

24h監視 レポーティング

MDR

中堅・中小企業

中堅・中小企業向けにセキュリティサービスの最適化

17



中堅中小企業に最適化した無理なく実効性を高めるメニュー例

全てのメニューがスモールスタート可能

過剰を排除した “ちょうど良い” ライトなパッケージをとりそろえることで、使いやすく

セキュリティソリューション事業

ITソリューション事業

必要なセキュリティ対策に集中

DX推進＆IT戦略に紐づく対応策

組織全体での防犯意識醸成

セキュリティ実効性を獲得

コンサルティング事業

豊富な犯罪メール実例を元にパターンを

抽出しテンプレート化

中堅中小企業でも無理なく、効果の高い

訓練と教育が受けられる

教育事業

メール訓練
（組織の防犯訓練）

短期コンサル（アドバイザリ/評価）

脆弱性診断（手動＆ツール併用）

短期間で実施できる評価やコンサルにより

着実に組織のセキュリティを向上

診断業務もハッカーの手動診断とツールを

併用することで短期で必要十分な効果

クラウド設定ミスチェック
（クラウド運用支援）

課題に応じたメニューを細分化

過剰品質を求めず、効果を追求

インシデント対応（事前契約不要）

端末遠隔監視（EDR＆MDR）

事前契約が無くても緊急対応可能

高額なSOCを廃し、いざというとき必要となる

分析と対応に注力した監視サービスによって

中堅中小企業でも安心してDXを推進できる

複雑でミスしやすいクラウドの設定を

パターン抽出しテンプレート化

設定状況を手軽にチェックし被害を防ぐ
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中堅・中小企業向けセキュリティ市場の参入障壁

中堅・中小企業向け市場に競合企業が参入するためには、構造的な課題を抱える

短期収益の獲得に不向きな市場環境であり、その中で継続的に顧客から選ばれるためにはセキュリティに関わるあらゆるサービスをワンストップで

提供し続けられる知見と基盤が必要

大手向けセキュリティ専門企業

競合企業の構造的な課題

大企業を中心にした顧客基盤

親会社の顧客基盤や

グループ企業戦略に則ったビジネス展開

高価格・高専門性のサービスを提供

大手企業のニーズに合わせたサービスを高価格で提供

高い専門性で高価格、原価構造改革への敷居が高い

顧客基盤と戦略が大きく異なる

その他のIT企業

セキュリティビジネスは数多く提供するサービスの一つ

セキュリティ専門人材の不足

サイバーセキュリティに関わる専門⼈材※の確保が不足し

ており、ワンストップで高いレベルのサービスを提供する体制

としては不十分（ ※フルスタック・コンサルタント、ホワイトハッカー、

フォレンジッカー、監査員など）

セキュリティはSIビジネスを補完する位置づけであり、各部

門や子会社などがバラバラにサービス提供しているため、実

効性向上に必要な要素をワンストップで提供できない

必
要
な
要
素
と
人
員
を
用
意
で
き
な
い

中堅・中小企業向けに最適化されたサービス、セキュリティ専門人材

の確保等に加え、豊富なノウハウの蓄積と実効性のあるセキュリティ

サービスをワンストップで提供

中堅企業 中小企業

参入するには大きな壁がある
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競争力のあるビジネスモデルを確立

蓄積されたノウハウや顧客ニーズを、サービス開発や品質向上に反映させることで、競争力を向上させる好循環なビジネスサイクルを確立

幅広い業種の中堅・中小企業を主要顧客として様々なサービスを提供することで、豊富なノウハウを蓄積、顧客ニーズを把握

中堅・中小企業向けに最適化したサービスを提供していることで、多くの案件獲得機会を生み出している

競争力向上の好循環サイクル

新規問い合わせ件数

公務、教育関連、

電気・ガス・水道、

不動産・賃貸業 など 卸売業/小売業

サービス業

製造業

情報通信

学術研究

/調査機関

金融/保険

顧客業種別

売上構成比

100-

1,000名未満

100名以下

1,000-

5,000名未満

5,000名以上

顧客従業員規模別

売上構成比

中堅企業を中心に

年間3,000件の

サービス提供

新サービス開発
品質向上

ノウハウ蓄積

ニーズの高い
サービス

325 361 

641 

973 

0

500

1,000

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

(件)

顧客基盤
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継続取引による効率的な事業拡大の実現

多面的なサービス提供によってクロスセル・アップセルを実現。既存顧客のARPU ※は、新規顧客に比べて高く、継続取引が進むことで効率的な

事業拡大を実現

取引社数推移

新規・既存の取引社数およびARPU

取引社数比

取引社数969社

(22/3期)

新規

383社

39％

既存

586社

61％

売上高比

売上高4,391百万円

(22/3期)

新規

717百万円

16％

既存

3,679百万円

84％

既存ARPU

628万円

新規ARPU

187万円

事業シナジーを活かした効率的な事業拡大

コンサルによる

組織体制改革

体質改善

脆弱性診断や

アセスメントで

状況を把握

セキュリティシステムや

サービスの導入と運用支援

教育と訓練による

共通認識の形成

システム運用と事故対応

多角的なサポートを継続的に提供し、

中長期的な取引サイクルを構築

注釈 ※：ARPU＝顧客単位の平均売上高（Average Revenue Per USER）

4x

235 242 298
467

586188 186
193

304

383

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

新規顧客数

既存顧客数

969

771

491
428423
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業績ハイライト



3.0%

4.6%

8.2%

10.0%

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

業績推移

2019年3月期にターゲットを大企業から中堅・中小企業に方針転換。DX推進とともに社会からセキュリティ対策要請が高まり、中堅・中小企業においても

セキュリティ対策をせざるを得ない状況となる。それに伴い当社へのサービス需要が増加し業績は急成長。営業利益率は10％と二桁に到達

1,302 

1,616 

2,948 

4,391 

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

売上高の推移

38
75

242

439

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

(単位：百万円) 営業利益の推移 (単位：百万円) 営業利益率の推移

CAGR

約50％

約11倍

7ptUP
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2022年3月期 事業別 売上高推移

全ての事業において前期比増収

730 

1,192 

839 

1,188 
837 

1,202 

565 

813 

21/3期 22/3期

教育事業

コンサルティング事業

セキュリティソリューション事業

ITソリューション事業

SES事業が大きく伸長。既存顧客によるリピート受注
が堅調に推移。2020年４月１日付の事業譲受以降、
既存サービスとの連携が進む

ITソリューション事業

各種マーケティング施策により当社サービスに対する
認知度が向上
教育講座のターゲットをセキュリティ人材から非セ
キュリティ人材に拡大することで、当社オリジナルの
認定資格「SecuriST」の受講者数が大幅に増加

41.5％UP

63.3％UP

43.7％UP

43.9％UP

※EDR（Endpoint Detection and Response）

※ UEBA (User Entity Behavior Analytics)

(単位：百万円)

208 
339 

212 

326 
225 

305 
247 

399 

21/3期 22/3期

教育事業

コンサルティング事業

セキュリティソリューション事業

ITソリューション事業

売上総利益 (単位：百万円)

53.9％UP

62.3％UP

61.5％UP

35.3％UP

売上高

サプライチェーンリスクの対策要請に起因し、特に中
堅・中小企業からのリスクアセスメントの需要が旺盛
企業のDX推進にともない脆弱性診断も好調

機器端末の不審な挙動を検知し、迅速な対応をする
ためのEDR※製品や、ユーザー・機器等の正常な振
る舞いを機械学習し、異常な振る舞いを検知する
UEBA ※製品の導入・運用サービスの販売が好調に
推移

セキュリティソリューション事業

コンサルティング事業
（コンサルティングサービス、脆弱性診断サービス）

教育事業
（セキュリティ訓練サービス、セキュリティ教育講座）
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顧客数 ARPU推移

顧客数推移 ARPU推移

235 242
298

467

586
188 186

193

304

383

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

顧客数が順調に積みあがる。中堅・中小企業に最適化したメニュー提供によりクロスセル、アップセルが拡大

※21年3月期以前の数値は参考値です

既存顧客数 新規顧客数

969

771

491

428423

（単位：千円）（単位：社）
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5,480 

6,278 

3,044 
3,293 

3,825 

4,537 

1,357 

1,872 

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

既存顧客ARPU

全社ARPU

新規顧客ARPU

新規ARPU

37.9％UP

全社ARPU

18.6％UP

既存ARPU

14.6％UP



教育講座の受講者数推移

教育講座のターゲットをセキュリティ人材から非セキュリティ人材（ITエンジニア他）へと拡大。受講者数は大幅に増加

277
120

861 
969 

161 

1,867 

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

SecuriST

EC-Council

その他

2,956名

1,299名

セキュリティ人材をターゲットにした教育講座がメイン

当社オリジナルの

セキュリティ認定資格を構築

非セキュリティ人材もターゲット

総受講者数
（累計）

5,000名超
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財務ハイライト

決算期 2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期

売上高 （千円） 1,221,700 1,302,976 1,616,613 2,948,871 4,391,317

経常利益 （千円） △10,348 37,096 73,103 239,370 414,331

当期純利益 （千円） △10,470 28,024 38,658 167,657 261,099

資本金 （千円） 100,000 100,000 270,000 291,800 485,000

発行済株式数 （株） 5,400 5,400 10,000 10,590 3,327,000

純資産額 （千円） 350,936 378,960 736,113 942,201 1,565,478

総資産額 （千円） 871,996 956,504 1,712,769 2,384,273 3,482,070

1株当たり純資産額 （円） 64,988.24 70,177.92 245.37 296.57 470.54

1株当たり配当額 （円） - 800 500 2,900 15

1株当たり当期純利益 （円） △1,938.91 5,189.68 4,368.15 16,410.20 80.91

自己資本比率 （%） 40.25 39.62 42.98 39.52 44.96

自己資本利益率 （%） - 7.68 6.93 19.98 16.68

配当性向 （%） - 15.42 11.45 17.67 18.5

営業キャッシュフロー （千円） - - △284,882 767,002 328,219

投資キャッシュフロー （千円） - - △76,692 △240,397 △294,649

財務キャッシュフロー （千円） - - 387,400 △91,241 460,634

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） - - 216,959 652,324 1,146,528

従業員数 （人） 60 64 75 110 118
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2023年3月期の基本方針と業績予想

基本方針
売上高拡大は継続、利益率の向上を最重要視し、

中長期成長を支える経営基盤を強固にする

（百万円）
2022/3期

実績

2023/3期

予想
増減額 増減率

売上高 4,391 5,400 1,008 +23.0%

営業利益 439 701 261 +59.3%

営業利益率 10.0% 13.0% +3.0pt -

経常利益 414 700 285 +68.9%

経常利益率 9.4% 13.0% +3.6pt -

当期純利益 261 455 193 +74.3%

EPS（円） 80.91 136.76 55 -

売上高は前期比＋23.0％ 営業利益は前期比＋59.3％ 営業利益率は13％を目指す

アップセル・クロスセルで全事業をまんべんなく伸長

教育事業により利益成長が加速。販売パートナー・デリバリパートナーを活用した効率的な運営により利益率の向上を図る
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2023年3月期 事業別 売上高見通し

全ての事業において前期比増収を見込む

1,192 
1,466 

1,188 

1,495 

1,202 

1,405 

813 

1,049 

22/3期 23/3期

予想

教育事業

コンサルティング事業

セキュリティソリューション事業

ITソリューション事業

25.8％UP

22.9％UP

16.8％UP

29.0％UP

コンサルティング事業

（コンサルティングサービス、脆弱性診断サービス）

✓ 新たなパッケージを開発、展開
✓ インシデント関連のパッケージ（CSIRT訓練、サイバー演習）

も継続拡販

教育事業

（セキュリティ訓練サービス、セキュリティ教育講座）

✓ セキュリティ教育講座は、GSXオリジナル資格講座のSecuriSTを
非セキュリティ人材に向けて引き続き提案

✓ セキュリティ人材向け国際認定資格CISSPは、独自戦略を構築し
提案活動を実施

✓ セキュリティ訓練サービスは、取扱い販売パートナーを増やし
さらなる拡販を実行

セキュリティソリューション事業

✓ セキュリティソリューション事業は、EDR製品（CrowdStrike）に
続き、内部不正対策のUEBA製品（Exabeam）を収益の柱とすべく
活動

✓ ITソリューション事業は、SES（システムエンジニアリングサービ
ス）の拡大に注力

ITソリューション事業
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成長戦略



セキュリティ人材不足

国内サイバーセキュリティ市場を取り巻く市場環境

サイバーセキュリティ市場では、対策需要が増加。また、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う企業の急速なデジタル化の進展が同市場の成長

への追い風。一方で、未曾有のセキュリティ人材不足が課題

この市場環境の中で、セキュリティ教育やセキュリティ実装の上流から下流までワンストップで展開する当社へのニーズが高まっている

出所 ※１：国立研究開発法⼈情報通信研究機構「NICTER観測レポート2020」

出所 ※２：「サイバー空間をめぐる脅威の情勢等について」（警察庁）

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/cybersecurity/data/R03_kami_cyber_jousei.pdf

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/cybersecurity/data/H26_jousei.pdf

日本

10.0%

米国

82.2%

豪州

81.6%

－セキュリティ対策に従事する人材の充足度(各国比較)－
※5

－ニューノーマル市場の成長－
※3

－DX市場の成長－
※4

1兆4,593億円

2020年度見込

2025年度予測

8,787億円

+66%

3兆425億円

2019年度

2030年度予測

7,912億円

+285%

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

約5,001億

約256億

※1

（単位：パケット数）

－サイバー攻撃関連通信数の推移－

サイバー攻撃（脅威）の増加 急速な企業のデジタル化

31

5,741 

7,905 

9,014 
9,875 

2011 2014 2017 2020

（単位：件）

－サイバー犯罪の検挙件数の推移－
※2

出所 ※３：富士キメラ総研「After／Withコロナで加速するニューノーマル時代のICT変革ソリューション市場」

出所 ※４：富士キメラ総研「2020 デジタルトランスフォーメーション市場の将来展望」

出所 ※５：「企業における情報セキュリティ実態調査2020」 NRIセキュアテクノロジーズ

(年）

(年）

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/cybersecurity/data/R03_kami_cyber_jousei.pdf
https://www.npa.go.jp/publications/statistics/cybersecurity/data/H26_jousei.pdf


サイバーセキュリティ市場の成長を加速させる国の動き

デジタル庁の発足や改正個人情報保護法の施行により、デジタル化の進展に伴い、サイバーセキュリティ対策の必要性が高まる

内閣サイバーセキュリティセンターによる「次期サイバーセキュリティ戦略（案）」では、国を挙げてサイバーセキュリティ対策を進めていく方針

デジタル庁の発足

出所 ※１：内閣サイバー セキュリティセンター「次期サイバーセキュリティ戦略（案）について（2021年7月7日付）」

デジタル庁の発足

• 2021年9月よりデジタル庁が発足

• マイナンバーの普及による、個人情報の管理

• 医療・教育現場のIT活用促進

次期サイバーセキュリティ戦略（案） ※1

① 経営層の意識改革

② 地域・中小企業におけるDX with Cybersecurityの推進

③ 新たな価値創出を支えるサプライチェーン等の信頼性確保に向けた基盤づくり

④ 誰も取り残さないデジタル／セキュリティ・リテラシーの向上と定着

「DX with Cybersecurity」の

推進に向けた主な具体的施策

改正個人情報保護法の全面施行

• 2022年4月より全面施行

• 個人情報保護委員会への報告義務、個人への通知義務が発生

• 法人に対する罰金刑が強化（最大1億円、2020年12月施行）
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システム停止や

情報窃盗など実被害に発展

さらに加速する中堅・中小企業のセキュリティニーズ

大企業においては、セキュリティ対策は常識となったが、

中堅・中小企業においてもセキュリティ対策をせざるを得ない状況 に

中堅・中小企業

IPAの実証実験結果でも

中小企業においても業種や規模を問わずサイバー攻撃

を受けている状況が確認されるとともに、検知及び防

御のための対策や社内体制の構築ができていない企

業が多いことが確認された

政府次期サイバーセキュリティ戦略案

発注側やグループ会社からの圧力も強まる

セ キ ュ リ テ ィ 事 故 頻 発

過去1年間でインシデントを経験した組織は約8割

さらに4割強の組織が実被害を経験

年間平均被害額は1億4800万円に

社 会 圧 力

政府やステークホルダーからの圧力

中小企業がサプライチェーンの弱点として顕在化

令和3年の政府方針として対策強化を明示

D X 化 の 加 速

ITやIoTの技術潮流もDX化が前提

DX推進の遅れが、企業競争力の減少に直結

政府方針として DX with Cybersecurityを明示

43.9%

76.5%
90.8%

2019年 2020年 2020年

－DXに取組んでいる企業－

日本 米国

－DXに伴うセキュリティ戦略の見直し状況－

59.0%
14.7% 12.5%

18.7%

29.9% 33.3%

43.8% 44.0%

日本 米国 豪州

検
討
中

出所：「企業における情報セキュリティ実態調査2020」 NRIセキュアテクノロジーズ
出所：「2020年法⼈組織のセキュリティ動向調査」（トレンドマイクロ）

未発見・未経験 実被害前に鎮火

過去1年間に

インシデントを経験した組織

79％

出所：2020年 独立行政法⼈ 情報処理推進機構

中小企業向けサイバーセキュリティ事後対応支援事業 成果報告書

DX推進はサイバーセキュリティが必須

経団連は全員参加での

「Cybersecurity by All」を提言している

大幅に

増加

対
応
中/

済

対
応
中/

済

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
応
が
遅
れ
て
い
る

出所：2021年 一般社団法⼈ 日本経済団体連合会

提言 全員参加によるサイバーセキュリティの実現に向けて

44％

35％
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市場規模 中堅・中小企業向けセキュリティ市場は巨大なグロースポテンシャルが存在

全体の市場規模は約2兆円、その中で特に当社の強みがある教育事業の市場規模は1.2兆円

注釈 ※3：主要顧客帯における当社が想定する最大の市場規模を意味しており、

当社が2022年6月現在で営む事業に関わる客観的な市場規模を示す目的で算出したものではない

注釈 ※4：主要顧客帯である1,000⼈-5,000⼈未満の従業員規模の事業者数（平成28年度経済センサス活動調査より）

注釈 ※5：当社サービスの1,000-5,000⼈未満の従業員規模の事業者の平均顧客単価（2022/3期）

注釈 ※6：主要顧客帯である100-1,000⼈未満の従業員規模の事業者数（平成28年度経済センサス活動調査より）

注釈 ※7： IT⼈材数の推計（IPA：2019年度推定IT企業IT⼈材数より）

注釈 ※8：当社サービスの100-1,000⼈未満の従業員規模の事業者の平均顧客単価（2022/3期）

教育事業

1.2兆円

セキュリティソリューション事業

7,974億円

コンサルティング事業

4,614億円

コンサルティング事業

コンサルティングサービス 2,494億円

脆弱性診断サービス 2,120億円

0.3万社※4×4.3百万円※5+5.8万社※6×4.1百万円※8

0.3万社※4×4.6百万円※5+5.8万社※6×3.4百万円※8

セキュリティソリューション事業

フロー・ストック計 7,974億円

フロー ：0.3万社※4×2.2百万円※5+5.8万社※6×3.9百万円※8

ストック ：0.3万社※4×6.3百万円※5+5.8万社※6×9.5百万円※8

教育事業

メール訓練サービス 519億円

0.3万社※4×4.6百万円※5+5.8万社※6×3.4百万円※8

セキュリティ教育講座 1.2兆円（SecuriST 4,219億円+EC-Council 8,247億円）

SecuriST ：95.9万⼈※7×44万円（脆弱性診断士2講座分の費用）

EC-Council ：95.9万⼈※7×（32万円（CND講座費用）+54万円（CEH講座費用））

合計約2兆円※3
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成長戦略 売上高の拡大 独自のスケールモデルを構築

独自のパートナー戦略でセキュリティ企業のプレーヤーを増加させ受注キャパシティと案件獲得力を強化して全国をカバレッジ 高成長を継続

2022/3期

売上高

約44億円

販売戦略

キャパシティ戦略

営業案件を獲得する

旺盛な需要に対応する

日本全国のIT企業のパートーナー化１

営業戦略およびマーケティング戦略強化

デリバリーパートナー企業の育成

間販

直販

受注キャパシティの拡大

販
売
の
拡
大

サービスの付加価値化、ラインナップの拡充

社内において教育の受講・資格取得推進し、

セキュリティ⼈材を育成

2

3

１

2
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販売戦略：日本全国の IT企業のパートナー化

IT企業が持つ顧客基盤とプレゼンスを活用して、ホワイトスペースとなっていた市場を開拓

当社とパートナーになることで、IT企業はセキュリティビジネスやDX関連ビジネスの拡大に繋げられる

日本全国のIT企業のパートナー化

東京

宮城

静岡

岡山

神奈川

愛媛

兵庫

福岡

山口

大阪

愛知

IT企業のニーズ

• DX推進において必要となる新しいセキュリティ商材※は単純販売が難しい

• これらを自社で拡販できるよう社員を教育してセキュリティビジネスを伸ばし、

セキュリティをフックとしてさらにDX関連ビジネス（主要事業であるSI）も伸

長させたい

※ゼロトラストやマルチクラウドなどの分野

IT企業

①有償で教育の依頼

②営業・プリセ向け教育を実施

③エンジニア向け教育を実施

顧客企業

④得た知見を活用して

新しいセキュリティ商材

と当社サービスを提供

間販

⑤顧客のセキュリティ課題を

解決することでDXを促進

IT企業がGSXのパートナーになる販売パートナー数の推移

36 

9
11 

16 17 
19 

26 

0

0

10

20

30

40
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NewsTV Youtube

デジタルマーケティング強化提案力の強化

販売戦略：営業戦略およびマーケティング戦略強化

営業力を強化し、既存顧客の深堀を徹底。新規顧客獲得については受注に繋がるマーケティング施策を実行し、質の高いリードを獲得できるよ

う効率的・効果的なデジタルマーケティング中心に移行

深耕営業部隊を組織化し、効率的なアッ
プセル活動をする

KPI：顧客単価ARPU向上

点から面の提案を能動的に仕掛け、顧客
単価を上げていく。

営業戦略強化 マーケティング戦略強化

中堅・中小企業のセキュリティリスク対策に対する需要は旺盛、そ

のニーズを確実に捉え、既存顧客の深堀を徹底する

デジタルマーケティング各分野においてセキュリティに強い媒体を選

び、動画などを活用したデジタルマーケティング施策を実行

Facebook Twitter

組織力の強化
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サービスの付加価値化、ラインナップの拡充

中堅・中小企業を対象に、さまざまなセキュリティ課題の解決をサポートする月額課金制の「vCISO」サービスを始動

中小企業向けのお悩み相談窓口として、リーズナブルな価格でよろず相談が受けられ、かつ有事の際の調査費用を負担するサイバー保険の付帯

可能

※「vCISO」＝Virtual Chief Information Security Officer（最高情報セキュリティ責任者）の頭文字

「vCISO」の概要

ロゴロゴ

中小企業安心パック

よろず相談サービス

よろず相談（チャットボット）

FAQ

情報セキュリティ

現状チェックリスト

文書テンプレート 保険

（付帯も可能）

MinaSecure EISS, i-FILTER等 メール訓練

削除

無償サービス

ポータルサイトでの情報提供

社長向け連載

動画

ベンチャー・中小社長の

インタビュー記事

追加サービス

セキュリティ商材の提供

文書テンプレートカスタマイズ

++

コンサルティングサービス

（マッチングサービス含む）
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「vCISO」サービスによる中堅・中小市場での強固な参入障壁の形成

「vCISO」サービスは、従来のサイバーセキュリティ市場における中堅・中小企業の課題を解決する新たなセキュリティ専門サービス

全国の企業で利用が進むことで、業界慣習の変化だけでなく、国内サイバーセキュリティ水準の底上げに貢献し、中堅・中小企業のセキュリティ

実装の上流ニーズを抑えることを可能とする。これにより、中堅・中小企業向け市場にて強固な参入障壁の形成を図る

従来の中堅・中小市場 「vCISO」を中心とした中堅・中小市場

中堅・中小企業

中堅・中小企業

全国の中小企業の共通した「CISO」として

簡易的なセキュリティの課題からセキュリティの設計・導入までを継続的にサポート

これにより、中堅・中小企業向け市場での上流工程のニーズを抑えることが可能

ITベンダーへの

開発依頼

セキュリティ製品の

導入選定

専門的な

コンサルティングの依頼

ITベンダー

自社に適した実効性のあるセキュリティの実装を自社が選択
セキュリティ

製品A

セキュリティ

製品B

セキュリティ

製品C

CISOなどのセキュリティの専門者がいない

セキュリティのノウハウが足りない

包括的なコンサルティングを提供するセキュリティの専門企業が見つからない

インシデントありきでのセキュリティ製品選定

様々なセキュリティベンダーへの手探りの依頼

セキュリティ製品ベンダー

自社に適したセキュリティの実装が難しく

不必要なコストが発生する可能性

自社に適したセキュリティの実装により、

実効性と経済合理性のあるセキュリティの運用が可能

vCISO
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キャパシティ戦略：デリバリーパートナー企業の育成

専門性の高い教育コンテンツを活かし、IT企業におけるセキュリティ人材育成や同業他社のパートナー化・育成を進め、セキュリティ市場のプレイ

ヤーを数多く育成することで受注キャパシティを拡大

セキュリティ企業の育成による受注キャパシティの拡大 キャパシティ戦略の実績

全国の同業パートナー育成 を推進

脆弱性診断サービスのリソース確保

資格者の育成で診断内容やレポート品質を担保

販売だけでなく、将来的にリソースを増やし、キャパシティ向上

セキュリティ人材育成

IT企業 IT企業

セキュリティ企業

同業他社

教育コンテンツ

新規育成

教育コンテンツ

同業育成

沖縄のITコールセンターと連携

IT人材をセキュリティ人材へ教育

2020年度は同社で10人のセキュリティ人材化

GSXトレーニングセンター構想

全国展開へ

受注キャパシティ

さらに拡大

セキュリティ事業をプラス

同業パートナーシップ

さらに拡大
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海外市場への展開による新たな収益基盤の構築

将来的には、国内の強固な顧客基盤を活かし、海外成長市場への参入を目指す

IT活用が進みつつあるASEAN地域を当面のターゲット市場とし、既存顧客の海外子会社へのサービス提供で収益基盤構築と市場でのプレゼン

ス上昇を図りつつ、海外ローカル企業への展開を見据える

海外展開フロー

41

IT活用が活性化する

未成熟な

セキュリティ市場

強固な顧客基盤を構築

中堅・中小企業向けセキュリティノウハウを蓄積

国内顧客の海外子会社へのサービス提供を通じ、

海外成長市場へ参入
1st
STEP

日系企業を中心に海外市場での収益基盤構築および

市場でのプレゼンスを確立
2nd
STEP

海外ローカル企業へのサービス提供3rd
STEP



中長期成長イメージ

セキュリティのブルーオーシャン市場（中堅・中小企業向け市場）にて早期の市場シェア拡大・市場創造を図りつつ、

「vCISO」サービスを中心に同市場での強固な参入障壁を形成することで事業拡大を推進

長期的には国内有数のセキュリティ教育カンパニーとしての専門性を武器に海外市場での収益基盤構築によりさらなる成長を図り、3年後には

営業利益率20％を目指す

グローバルセキュリティカンパニー

への発展

セキュリティのブルーオーシャン市場（中堅・中小企業向け市場）での成長

「vCISO」サービスによる強固な参入障壁の形成

利
益
規
模

時間

独自の事業スケール戦略による展開

• 提携パートナー数の増加

• 提供顧客数の増加

• 既存顧客へのクロスセルの推進

• 既存事業での新サービス投入

現在

中堅・中小市場での成長加速 中堅・中小市場での強固な参入障壁の形成 国内有数のセキュリティ教育カンパニー

独自の事業スケール戦略による継続した成長

• 提供顧客数の増加

• 既存顧客へのクロスセルの推進

• 既存事業での新サービス投入

グローバルセキュリティ教育カンパニー

「vCISO」による強固な参入障壁の形成

• 「vCISO」の提供顧客数の増加と収益化

「vCISO」基盤を活かした成長加速

• 「vCISO」基盤からの高収益案件の獲得

• 生産性の向上

新事業の開始

• セキュリティベンダーの企業再生 など

海外成長市場での収益の柱を構築

海外

vCISO/新規事業

サイバーセキュリティ事業（既存）

中堅・中小企業向けに最適化したビジネス
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経営トピックス



株式会社ブロードバンドセキュリティとの資本業務提携

顧客層が異なる（株）ブロードバンドセキュリティと資本業務提携。両社のリソースを補完しアップセルを行うことでビジネス領域を拡大

10%

32%

44%

14%

100-
1,000名未満

100名以下

1,000-
5,000名未満

5,000名以上

顧客従業員規模別

売上構成比

20%

23%

42%

15%

100-
1,000名未満

100名以下

1,000-
5,000名未満

5,000名以上

顧客従業員規模別

売上構成比

両社で重なるメニュー

両社独自のメニュー

リソース補完

両社顧客へのUpsell

ブロードバンドセキュリティの顧客従業員規模別

売上構成比

当社の顧客従業員規模別

売上構成比

期待されるシナジー効果
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ラック、NRIセキュアテクノロジーズ、GSX が合同で
「サイバーセキュリティイニシアティブジャパン」を設立

当社および連携する各社の持つ豊富な経験とナレッジを活かして、日本のサイバーセキュリティ水準の向上に貢献

内閣サイバーセキュリティセンター

総務省、経済産業省

などの関係省庁とも連携

後援企業：KDDI 株式会社、株式会社野村総合研究所
賛同企業：株式会社インフォセック、株式会社ＦＦＲＩセキュリティ、エムオーテックス株式会社、KDDI デジタルセキュリティ株式会社

株式会社サイバーディフェンス研究所、株式会社セキュアイノベーション、株式会社セキュアヴェイル
ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社、株式会社ブロードバンドセキュリティ、三井物産セキュアディレクション株式会社
株式会社ユービーセキュア

各社が持っているノウハウを結集し、セキュリティ業界共通フレームワークを構築

セキュリティ業界各社がお客様向けに有償サービスとして利用できるように整備

サイバーセキュリティイニシアティブジャパン
会長 中尾 康二

国立研究開発法⼈情報通信研究機構 サイバーセキュリティ研究所

①「共通対策評価フレームワーク」の策定と提供

②「サイバーセキュリティプロフェッショナル人材フレームワーク」の策定と提供
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リスク情報



認識するリスク（1/2）

有価証券届出書記載の「事業等のリスク」のうち、当社の成長実現や事業計画の遂行に重要な影響を与える可能性があると認識している主

なリスクは以下となります
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1.需要の低迷に関するリスク

リスク顕在化の可能性：中

リスク要因 今後、経済環境の変化等、何らかの要因により、中堅企業におけるサイバーセキュリティの需要が著しく低迷した場合にはリスクが顕在化する。

顕在化した場合の影響

当社の今後の事業展開、経営成績や財務状況に影響を及ぼすことが想定される。

・売上や利益の大幅な低下

・資金繰りの悪化

・従業員のモチベーション低下

当社の対応策

① 幅広い業種の顧客にサービスを提供することで、特定の業界環境の変化に左右されない顧客基盤を築く。

② 中堅・中小企業向けのセキュリティノウハウを蓄積することで、実効性を保ちながら中堅・中小企業が求める水準へサービスの最適化を行う。

③ 中堅・中小企業向けのサービス水準・価格帯が馴染むと予想される東南アジアへの進出。

2.競合の出現に関するリスク

リスク顕在化の可能性：中

リスク要因 中堅企業を主な顧客とした競合が出現した場合にはリスクが顕在化する。

顕在化した場合の影響

競合が出現した場合には、以下のような事態が想定される。

・低価格競争

・売上や利益の大幅な低下

・資金繰りの悪化

当社の対応策

① 蓄積されたノウハウやニーズを顧客に適したサービス開発や品質向上に反映させることでサービス競争力を向上させていく好循環なビジネスサイクルを確立する。

② 中堅・中小企業に最適化した複数のサービスを保有していることで、一つのサービス提供をきっかけに顧客の必要性に応じ、様々なサービスのクロスセル・アップ

セルを実現する。



認識するリスク（2/2）

有価証券届出書記載の「事業等のリスク」のうち、当社の成長実現や事業計画の遂行に重要な影響を与える可能性があると認識している主

なリスクは以下となります。
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リスク要因
当社の属するサイバーセキュリティ業界では、専門知識を有する人材の不足が共通課題とされており、今後、当社の業容が拡大する一方で、十分な人材を確保

できない場合にはリスクが顕在化する。

顕在化した場合の影響

サイバーセキュリティに関する専門知識を有する人材を確保できないことにより、以下のような事態が想定される。

・サービス提供の遅れや生産性の低下

・事業成長力の低下

・サービス不履行等による社会的信用力の低下

当社の対応策

① 当社のサイバーセキュリティエンジニアを育成する教育講座を通じて、専門人材を育成した企業とのパートナーシップを推進することで、社外より安定的に人材を

確保する。

② 社内人材については、中途採用を中心に即戦力として活用できる技術経験者を採用し、採用後は、当社の教育講座を無償で受講する等により専門知識の

向上を図るとともに、職場環境の整備やモチベーション向上等に注力することで、人材流出を防ぎ、ノウハウや経験の社内蓄積に努める。

③ サービスの自動化・プラットフォーム化による生産性の向上に努める。

リスク要因 サイバーセキュリティの分野における、日々発生する新たな脅威や技術革新等による環境変化に伴い、ニーズが変化した場合にはリスクが顕在化する。

顕在化した場合の影響

当社で保有する技術やノウハウが顧客の求めるレベルに達しないことにより、以下のような事態が想定される。

・競争力の低下

・事業成長力の低下

当社の対応策
① 新たな脅威や技術革新等に関する情報収集に努める。

② 新製品やサービス、新しい技術要素を積極的に習得させる。

※当社の成長の実現や事業計画の遂行に影響を与える可能性があると認識しているその他のリスクについては、有価証券届出書の「事業等のリスク」をご参照ください。

3.人材の確保に関するリスク

4.技術革新への対応に関するリスク

リスク顕在化の可能性：小

リスク顕在化の可能性：小



Appendix



セキュリティ製品導入・運用、

各種ITシステム開発・インフラ構築

開発・導入料、運用・保守料

ビジネスモデル

教育事業およびコンサルティング事業は主にフロー収入

セキュリティソリューション事業とITソリューション事業はセキュリティ製品導入やシステム開発、ITインフラ構築に関わるフロー収入と製品利用料や

運用サービス、SESサービスなどのストック収入

コンサルティング事業

教育事業

セキュリティソリューション事業

セキュリティコンサルティングサービス

セキュリティ脆弱性診断サービス

（タイガーチームサービス）

セキュリティ教育講座

セキュリティ訓練サービス

パートナー

IT企業 / 個⼈

サービス提供先仕入・外注先

官公庁

民間企業

サービス提供

利用料

EC-Council 

International

（米）

セキュリティ機器

メーカー

パートナー

製品ライセンス提供

ライセンス手数料

サービス提供

外注費用

業務委託

委託費

ライセンス手数料

ライセンス提供

養成講座の提供

受講料・受験料

訓練サービス

利用料

ITソリューション事業
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パートナー企業

（IT企業）による

間接販売も有



当社の成り立ち

前身企業の(株)ホスピタル・ブレイン昭和が(株)ビジネスブレイン太田昭和の連結子会社として設立

2000年に(株)ホスピタル・ブレイン昭和へグループ企業からタイガーチームサービスの営業譲渡が行われ、それを機会としてサイバーセキュリティの専

門企業として生まれ変わり、現在の社名に変更

2021年12月東証マザーズ（現:東証グロース市場）に上場

（株）ビジネスブレイン太田昭和(BBS)

設立:1967年8月26日

（株）ホスピタル・ブレイン昭和

設立：1984年8月1日

資本金：50百万円

（株）ギャブコンサルティング

設立：1992年10月28日

資本⾦：200百万円

グローバルセキュリティエキスパート（株）

資本金：120百万円

子会社設立

（出資比率100%）

合弁会社設立

（出資比率）

BBS 65%

日本アイ・ビー・エム㈱35%

増資 2000年3月

商号変更 2000年4月

営業譲渡 2000年3月

現在に至る

現在に至る

タイガーチームサービス※1

提供開始年度 1997年10月

兼松エレクトロニクス（株）

（株）野村総合研究所

資本提携

2017年8月
資本提携

2020年12月

吸収合併

2011年1月

注釈 ※1：タイガーチームサービスとは、侵入検査/模擬攻撃検査サービスのこと
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2021年12月 東証マザーズ上場

（現 東証グロース市場）

資本金：485百万円



マネジメントメンバー

1998年 4月 ：㈱ビーコンインフォメーションテクノロジー（現㈱ユニリタ）入社

2009年 1月 ：㈱クラウドテクノロジーズ取締役セキュリティ事業本部長

2012年 3月 ：当社入社

2012年10月 ：当社 事業開発部長

2014年 6月 ：当社 執行役員営業本部長

2017年 4月 ：当社 取締役経営企画本部長

2018年 4月 ：当社 代表取締役社長（現任）

代表取締役社長

青柳 史郎
Shiro Aoyagi

1991年 4月 ：㈱アマダメトレックス(現㈱アマダ)入社

2000年 4月 ：㈱アドバンスト・リンク代表取締役

2012年 4月 ：スタートコム株式会社取締役

2018年 4月 ：当社入社 執行役員副社長兼経営企画本部長

2018年 6月 ：当社 代表取締役副社長（現任）

代表取締役副社長

原 伸一
Shinichi Hara

常務取締役

与儀 大輔
Daisuke Yogi

1994年 4月 : 横河電機㈱ 入社

2007年 8月 : ㈱ラック 入社

2012年12月 : ㈱野村総合研究所 入社

ＮＲＩセキュアテクノロジーズ㈱ 出向 営業推進部マネージャー

2020年4月 : 同社出向 事業企画本部 事業戦略部 担当部長

2020年10月 : 当社 常務取締役（現任）

取締役

吉見 主税
Chikara Yoshimi

2005年 5月 ：㈱パナッシュ（現 ㈱EPコンサルティングサービス）入社

2008年12月 ：同社 ITソリューション事業部セールスマネージャー

2016年 4月 ：同社 ITソリューション事業部長

2016年 6月 ：同社 取締役 ITソリューション事業部長

2020年 4月 ：当社 取締役 ITソリューション事業本部長

2021年 4月 ：当社 取締役（現任）

取締役 西日本支社長

三木 剛
Tsuyoshi Miki

2006年10月 ： ㈱神戸デジタル・ラボ 入社

2008年10月 ：同社 営業部長

2011年10月 ：同社 執行役員 セキュリティソリューション事業部長

2013年10月 ：同社 取締役 サービス推進本部長 兼 セキュリティソリューション事業部長

2019年 8月 ：当社入社

2019年10月 ：当社 西日本支社長

2020年 4月 ：当社 取締役 西日本支社長（現任）
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「vCISO」開発・

告知広告費用

104百万円

（23/3期）

教育事業

受講管理システム

開発費用

25百万円

（23/3期）

資本業務提携

100百万円

（23/3期)

借入金返済

139百万円

（22/3期)

→返済完了

投資計画及び株主還元方針

本公募増資に関わる資金使途としては、「vCISOの開発・告知広告」「教育事業受講管理システム開発」「資本業務提携」「借入金返済」に充

当する予定

配当政策の基本方針は、成長投資のための必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当の継続を基本方針とする

投資計画 株主還元方針
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基本方針

• 利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強

化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継

続して実施していくことを基本方針としております

• 剰余⾦の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を可能

とすることを定款で定めているものの、当面は期末配当の年１

回を基本的な方針としております

21/3期 22/3期

1株当たり配当金 2,900円 15円

配当性向 17.7% 18.5%

• 当社は、2021年10月22日付で普通株式１株につき300株の割合で株式

分割を行っております。2021年3月期については当該株式分割前の実際の

配当⾦の額を記載しております。

• 当社は、定款において第２四半期末日及び期末日を配当基準日と定めて

おりますが、現時点では当該基準日に おける配当予想額は未定です。



免責事項
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ー 本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成した時点における情報に基づいて作成されたも
のにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。実際の結果は環境の変
化などにより、将来の見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください。

ー これらの将来展望に関する表明の中には、様々なリスクや不確実性が内在します。既に知られたもしくは未だに知られていないリスク、不確実
性その他の要因が、将来の展望に関する表明に含まれる内容と異なる結果を引き起こす可能性がございます。

ー また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性、適切性等について当社は何
らの検証も行っておらず、またこれを保証するものではありません。

ー 本資料は今後、事業年度末後の6月下旬に、各種KPIの計画数値や実績数値、経営戦略の進捗を更新する予定です。


